
                   

物品調達システム取扱要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、大阪府財務規則（昭和５５年大阪府規則第４８号。以下「規則」と

いう。）及び大阪府財務規則の運用（昭和５５年審第１号、財第１４号。以下「運用」と

いう。）に基づき、物品の購入及び修理の手続き、これに伴う収入及び支出並びに物品の

管理、出納及び処分について、物品調達システムにより処理を行う事務の取扱いに関し必

要な事項を定めるものとする。  

 

（用語の意義）  

第２条 この要領の用語の意義は、規則及び運用の定めるところによる。  

２ この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

（１）購入担当者  物品の購入又は修理の決定をする伺の起案をするため、物品調達システ

ムにその内容を登録した職員をいう。 

（２）指定物品 運用第７８条関係第２項に定める「知事が別に指定するもの」をいう。 

（３）物品調達システムで管理する備品  運用第８０条関係第３項の規定により物品調達

システムに受入れ及び払出しを記録している備品をいう。 

（４）遊休備品  各所属で管理する備品のうち利用していないが、利用が可能である備品

をいう。 

（５）複式情報 耐用年数、備忘価額（以下「残価額」という。）、減価償却の方法、管

理事業及び複式計上所属などの減価償却や減損処理を行うのに必要な情報をいう。 

（６）非償却資産 減価償却を行わない美術こっとう品、銃砲刀剣、標本及び図書類をい

う。 

  

（物品調達システムで経費支出に係る伺書を作成する範囲） 

第３条 運用第３９条関係第２項第１号イの規定に基づき、物品調達システムで経費支出

に係る伺書を作成する範囲は、物品の購入又は修理に係るもので次に掲げるものを除く

ものとし、その作成の時期は物品の購入又は修理の決定をするときとする。  

（１）支出の方法が資金前渡、概算払、前金払によるもの  

（２）支払方法が口座振替（地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」と

いう。）第１６５条の２に定める支払方法をいう。）以外の方法によるもの 

（３）他の経費とあわせて、経費支出に係る伺を作成するもの  

（４）定期刊行物の購入、単価契約を締結している物品の購入など、年間あるいは一定期

間の物品の購入について契約を締結し、その間の経費支出について伺を作成するもの

（用品を除く。） 

（５）警察署において必要とする物品の購入及び修理に係るもの  



                   

（６）運用第６２条関係第２項第３号に掲げる物品の修理に係るもの 

 

（支出の命令）  

第４条 前条の規定により、物品調達システムで経費支出に係る伺書を作成したものに係

る支出の命令は、物品調達システムで作成する支出命令伺書により決定しなければならな

い。 

 

（用品調達基金への支出命令）  

第５条 総務部契約局総務委託物品課長（以下「総務委託物品課長」という。）は、運用

第４０条関係第３項の規定により用品調達基金に繰り入れる経費に係る支出命令を行う

ときは、物品調達システムで作成する支出命令伺書（公金振替）により決定しなければな

らない。 

 

（支出命令の取消し）  

第６条 前２条に基づき行った支出の命令を、規則第５２条の規定により、取消しを行う

ときは、物品調達システムで作成する支出命令取消伺書により決定しなければならない。 

 

（検査）  

第７条 部局長等又は予算執行機関の長は、規則第６９条第２項及び同条第４項に規定す

る職員の指定について、専決できるものとする。 

２ 前項の規定により検査を行う者を指定するときは、当該契約に係る購入担当者以外の

者を指定するものとする。 

３ 前項の規定により指定された職員は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」

という。）第２３４条の２第１項の規定に基づき検査をしたときは、規則第６９条第４

項の規定により、直ちに物品調達システムにより検査調書を作成しなければならない。 

部局長等又は予算執行機関の長は、これについて専決できるものとする。 

４ 第１項の規定により指定された職員は、規則第６９条第４項の知事が別に定めるもの

（運用第６９条関係第４項第２号の１６０万円以下の物品購入に係る契約で、物品調達

システムに記録されているものに限る。）に該当するときは、運用第６９条関係第５項

の規定により、物品調達システムにより検査の結果を記録しなければならない。 

５ 特に必要がある場合において、購入担当者が検査を行うときは、購入担当者とそれ以

外の者が検査を行い、第３項又は前項の規定に基づき、検査調書を作成又は検査の結果

の記録をしなければならない。 

 

（用品の購入の決定及び請求）  

第８条 用品の購入を決定しようとするときは、物品調達システムで作成する年間経費支



                   

出伺書により決定するものとする。  

２ 規則第７８条第１項に定める用品の請求手続きは、総務委託物品課長が定める「ＰＯ

Ｓ倉庫用品」、「配送用品」及び「直送用品」の区分により、それぞれ次に定めるとこ

ろによる。 

 

（１）「ＰＯＳ倉庫用品」にあっては、物品調達システムに請求する用品の内容が記録さ

れていることを確認し、あらかじめ定めるパスワードを入力することにより、総務委

託物品課長に請求するものとする。  

（２）「配送用品」及び「直送用品」にあっては、請求を行う用品の数量を物品調達シス

テムに記録し、物品調達システムにより総務委託物品課長に請求するものとする。 ま

た、請求した用品を受領したときは、その内容を物品調達システムに記録しなければ

ならない 

 

（総務部契約局長への契約請求）  

第９条 規則第７８条第２項に定める物品を必要とするときは、物品調達システムで作成

する物品購入兼購入請求伺書により、物品の購入及び総務部契約局長（以下「契約局長」

という。）への契約請求の決定を行い、物品調達システムにより、契約局長に契約の締結

を請求しなければならない。  

２ 契約局長は、前項の契約請求を受けた物品の購入について、競争入札等を行い、契約

を締結したときは、物品調達システムに契約内容を登録するとともに、契約請求を行っ

た物品管理者にその内容を通知するものとする。 

 

（指定物品等の購入及び修理の手続き）  

第１０条 指定物品及びその他の物品で次に掲げる物品の購入又は修理（前第３条各号に

掲げるものを除く。）を必要とするときは、物品調達システムで作成する物品購入（修

理）伺書により購入等の決定を行うものとする。  

（１）運用第６１条の３関係第２項第２号に該当する物品の修理で、運用第６１条の３関

係第１項に定める電子見積合せ（以下、電子見積合せという。）を実施しないもの  

（２）運用第６１条の３関係第２項第３号該当するもので、電子見積合せを実施しないも

の 

（３）運用第６１条の３関係第２項第５号に定めるもの 

  

（備品出納簿への記帳）  

第１１条 出納員は、運用第８０条関係第３項の規定により、備品の受入れ又は払出しの

事実を物品調達システムに記録するときは、物品調達システムで作成する出納簿記帳伺書

により決定をしなければならない。 



                   

２ 前項のほか、運用第７３条関係第２項に規定する重要物品（規則第８１条において規

定する物品又は非償却資産を除く。以下同じ。）の場合は、複式情報も併せて記録する。 

３ 前項の複式情報のうち耐用年数については、別表「重要物品の耐用年数表」によるこ

ととする。ただし、耐用年数の全部または一部を経過した中古備品を取得した場合には、

その経過年数に応じて縮減して適用するなど取得以後の使用可能期間の年数を見積もっ

て耐用年数とすることができる。この場合、見積もった事由及び算出根拠も記録事項とす

る。 

 

（減価償却の方法） 

第１２条 物品管理者は、重要物品ごとに前条第３項に規定する耐用年数と、残価額１円

に基づき、定額法により減価償却額を算出する。 

２ 減価償却は、月末の現況において、毎月算定するものとし、減価償却額の累計額（以

下「減価償却累計額」という。）を物品調達システムに記録することとする。なお、減価

償却は、重要物品の取得日の翌月から開始する。 

３ 次条に規定する減損処理された重要物品については、次の算式に基づいて減価償却額

を算定した上でシステム又は財務会計システムに登録し、減損を認識した日の属する月の

翌月から開始する。 

 

    

 減価償却額 ＝   

 

４ 不用決定等で重要物品の滅失が生じた場合は、次の各号に掲げるとおり、物品調達シ

ステムに記録している減価償却累計額を除却する。 

（１）出納簿に登録のある一財産単位で滅失した場合 全額 

（２）出納簿に登録のある一財産のうち一部を滅失した場合 滅失した部分相当額 

５ 第１項から第４項までにより算定した減価償却額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数は１円に切り上げる。なお、減価償却の最終月における減価償却額は、受入金額か

ら残価額を差し引いて得た額からその前月までの減価償却累計額及び減損累計額を差し

引いた額とする。 

 

（減損処理の方法） 

第１３条 減損処理については、別に定める「減損処理取扱要領」（以下「減損要領」と

いう。）による。 

２ 物品管理者は、前項の規定により減損処理する場合、次の算式に基づいて減損額を算定

した上で財務会計システムに登録するとともに、その額を別途管理する。また、異動日は

減損が認識された時点を登録する。 

取得価額－ 残価額 － 
期末における減損累計額 

（当期計上額を含む。） 
 － 

減損後の耐用年数（耐用年数－減損処理までの経過期間） 

減価償却 

累 計 額 



                   

 

 減損額＝ 

 

３ 不用決定等で重要物品の滅失が生じた場合は、次の各号に掲げる財務会計システムに

登録している減損累計額を除却する。 

（１）出納簿に登録のある一財産単位で滅失した場合 全額 

（２）出納簿に登録のある一財産のうち一部を滅失した場合 滅失した部分相当額 

 

（物品の分類換え）  

第１４条 物品管理者は、物品調達システムで管理する備品について、規則第８３条に規

定する分類換えを行うときは、物品調達システムで作成する物品分類換調書により決定

しなければならない。 

２ 物品管理者は、重要物品にかかる分類換えを行った結果、複式情報に変更の必要が生

じた場合は、直ちに当該事項を変更しなければならない。 

 

（物品の管理換え）  

第１５条 物品調達システムを利用している物品管理者間で、物品調達システムで管理す

る備品について、規則第８４条に規定する管理換えを行うときは、物品調達システムで、

次の各号の処理をしなければならない。  

（１）管理する備品に遊休備品があるときは、物品調達システムで作成する遊休備品登録

伺書により遊休備品登録を決定し、物品調達システムに登録するものとする。  

（２）前号の遊休備品登録されている備品を必要とする物品管理者は、物品調達システム

で作成する管理換依頼伺書により管理換えの依頼を決定し、物品調達システムで遊休

備品登録をしている物品管理者に管理換えの依頼をしなければならない。 

（３）前号の依頼を受けた物品管理者は、管理換えをしようとするときは、物品調達シス

テムで作成する物品管理換調書により管理換えの決定をしなければならない 

（４）重要物品の管理換えを受けた物品管理者は、管理換えにかかる事務手続きが完了し

たときは、複式情報について、直ちに当該所属に応じた内容に変更しなければならない。 

 

（物品の貸付け）  

第１６条 物品管理者は、物品調達システムで管理する備品について、規則第８５条に規

定する物品の貸付けを行うときは、物品調達システムで作成する物品貸付伺書により決

定しなければならない。 

 

（物品の不用の決定及び不用品の処分）  

第１７条 物品管理者は、物品調達システムで管理する備品について、規則第８７条に規

取得価額－ 
減価償却 

累 計 額 

期首における 

減 損 累 計 額 
－ － 

正味売却価額と減価償却後再調 

達価額のいずれか大きい方の金額 



                   

定する物品の不用の決定を行うときは、物品調達システムで作成する不用品調書により

決定しなければならない。  

２ 本庁（警察本部を除く。）において、物品調達システムで管理する備品について、規

則第８７条に規定する物品の不用の決定及び運用第８７条関係第２項の規定により不用

の決定をした物品を総務部庁舎管理課長（以下「庁舎管理課長」という。）に引継ぐと

きは、物品調達システムで作成する不用品調書により決定しなければならない。  

３ 庁舎管理課長は、前項の規定により不用の決定をした物品の引継ぎを受けるときは、

物品調達システムで作成する不用品受領伺書により決定しなければならない。 

 

（物品に関する通知）  

第１８条 運用第８８条関係第１項ただし書に規定する物品調達システムにより物品増減

の通知を行うものとは、物品調達システムで管理する備品に係るものとする。 

 

（用品の購入手続き）  

第１９条 総務委託物品課長は、用品調達基金で用品を購入するときは、物品調達システ

ムで作成する用品発注一覧により決定しなければならない。 

 

（用品調達基金からの現金の払出し）  

第２０条 総務委託物品課長は、前条により購入した用品に係る経費を用品調達基金から

払出しを行うときは、物品調達システムで作成する払出命令伺書により決定しなければ

ならない。 

 

（寄附採納の手続き）  

第２１条 物品管理者は、物品調達システムで管理する備品とすべき物品について寄附の

申し出があり、寄附を受諾するときは、物品調達システムで作成する寄附採納受諾伺書

により寄附の受諾を決定しなければならない。  

２ 前項の寄附の受諾を決定した物品を受領するときは、物品調達システムで作成する、

寄附採納受領伺書により決定しなければならない。 

 

（備品の分割）  

第２２条 物品管理者は、物品調達システムで管理する備品について、管理する単位を変

更する必要があるときは、物品調達システムで作成する物品分割伺書により決定しなけれ

ばならない。 

２ 物品管理者は、重要物品にかかる分割を行った結果、複式情報について変更の必要が

生じた場合は、直ちに当該事項を変更しなければならない。 

 



                   

附 則  

 １ この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 

 ２ 物品事務システム取扱要領及び物品事務システム管理運用要領（平成１３年３月３

０日用度第３３０号）は廃止する。 

 

附 則 

この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成２３年１２月２日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和４年６月１日から施行する。 



                   

 
 



                   

 


